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	意見

１．「Ⅰ、４　業務停止期間中において禁止される行為及び許容される行為」について

・　②「（２）①禁止される行為、ホ」において管理受託契約の同一条件による更新を除く管理受託契約の更新が禁止されているが、例えば、スペックダウンによりコストの削減を検討した管理組合（例えば、定期清掃の回数を年１２回から６回にする等）が当該マンション管理業者とたまたま業務停止期間内に契約更新がある場合に契約更新ができないことは、エンドユーザーの選択肢を狭め、不利益をもたらす可能性がある。

契約更新については実勢をふまえて多少の弾力性を持たせる事が望ましい。

　　また、同一条件による更新の場合であっても、管理者が選任されていない場合、当該マンション管理業者が管理者に選任されている場合の取り扱いについて説明が必要と思われる。

２．別表について

・　「９．財産の分別管理義務違反」について業務停止期間について実勢をふまえたうえでの比較考量した場合、

①支払一任代行方式で収納口座が管理組合名義であり、リスクが比較的低いと思われる（１）②と（２）保証契約未締結で原則方式以外の方式で管理受託契約を締結した場合が、同期間であることは、マンション管理業者としての責任、管理組合のリスクの度合いを勘案した場合、不合理に思われる。

（２）のケースの方が悪質な違反であり、業務停止６０日間程度が妥当と思われる。
・　「１２．秘密保持義務違反」については、処分者が違反のあった事実を確知する方法や、業務停止に至る程度がある程度明確にされていないと軽微なミスに至るまで業務停止の対象になるように理解されることが懸念される。

また、業務上知りえた秘密の主観的な解釈等による悪意ある濫用も懸念される。
３．全般的な事項

　登録しているマンション管理業者がコンプライアンスを尊重する意味で本基準は非常に意義が大きいと思われるが、実態上、未登録でマンション管理業を行っている者に対する取締りについても平行して体制を整備していくことがマンション管理業の登録制度の意義を高め、マンション管理業全体の質の向上につながり、最終的にマンション管理の適正化と良好な住環境の確保に資するものと思われる。


　 

